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告 示

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第206号
　平成28年度栃木県一般会計補正予算（第１号）等については、平成28年３月30日成立したので、その要領を
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栃 木 県 告 示 第 二 百 五 号

　 補 助 金 等 の 名 称 等 を 定 め る 告 示 （ 昭 和 四 十 七 年 栃 木 県 告 示 第 三 百 五 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 平

成 二 十 八 年 度 分 の 補 助 金 等 か ら 適 用 す る 。

　 　 平 成 二 十 八 年 四 月 八 日

栃 木 県 知 事 　 　 福 　 　 田 　 　 富 　 　 一 　 　

　 産 業 労 働 観 光 部 の 部 産 業 政 策 課 の 款 栃 木 県 企 業 立 地 ・ 集 積 促 進 補 助 金 の 項 交 付 の 対 象 で あ る 事 務 又 は 事 業 の

内 容 の 欄 第 一 号 中 「 産 業 団 地 若 し く は 」 を 「 産 業 団 地 、 」 に 改 め 、 「 工 業 誘 導 地 域 内 の 土 地 に あ つ て は 」 を 削

り 、 「 又 は 工 場 跡 地 」 を 「 、 工 場 跡 地 」 に 、 「 ） を 取 得 し 」 を 「 ） 、 製 造 業 用 地 （ 千 平 方 メ ー ト ル 以 上 の も の

に 限 る 。 ） 又 は 物 流 業 用 地 （ 一 ヘ ク タ ー ル 以 上 の も の に 限 る 。 ） を 取 得 し 」 に 改 め る 。

（ 産 業 政 策 課 ） 　
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次のとおり公表する｡
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　平成28年度栃木県一般会計補正予算（第１号）
　今回の補正予算は、平成28年４月10日に実施される栃木県議会議員補欠選挙（矢板市選挙区）の執行に要
する経費について編成したものである。
　補正予算の総額は、1,684万円の増額となり、既定予算が8,181億6,000万円であったので、補正後の予算
総額は、8,181億7,684万円となった｡
　歳入及び歳出の補正額の内訳並びに主な事業の内容は、それぞれ次のとおりである｡
⑴　歳入 （単位　千円）

款 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）

１ 県 税 253,500,000 253,500,000

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 80,022,000 80,022,000

３ 地 方 譲 与 税 32,800,000 32,800,000

４ 地 方 特 例 交 付 金 800,000 800,000

５ 地 方 交 付 税 119,800,000 119,800,000

６ 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 700,000 700,000

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 3,233,625 3,233,625

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 11,488,430 11,488,430

９ 国 庫 支 出 金 91,374,138 91,374,138

10 財 産 収 入 1,588,045 1,588,045

11 寄 附 金 105,466 105,466

12 繰 入 金 25,413,288 25,413,288

13 繰 越 金 1,000,000 16,840 1,016,840

14 諸 収 入 101,735,008 101,735,008

15 県 債 94,600,000 94,600,000

合 計 818,160,000 16,840 818,176,840

⑵　歳出 （単位　千円）

款 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）

１ 議 会 費 1,500,738 1,500,738

２ 総 務 費 34,952,576 16,840 34,969,416

３ 民 生 費 102,746,319 102,746,319

４ 衛 生 費 62,685,355 62,685,355

５ 労 働 費 2,127,724 2,127,724

６ 農 林 水 産 業 費 37,213,594 37,213,594

７ 商 工 費 75,873,946 75,873,946

８ 土 木 費 72,103,776 72,103,776
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９ 警 察 費 48,027,950 48,027,950

10 教 育 費 186,203,918 186,203,918

11 災 害 復 旧 費 5,812,633 5,812,633

12 公 債 費 105,613,471 105,613,471

13 諸 支 出 金 82,498,000 82,498,000

14 予 備 費 800,000 800,000

合 計 818,160,000 16,840 818,176,840

⑶　歳出（性質別） （単位　千円）

区 分 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）

１ 職 員 費 204,377,387 204,377,387

２ 公 共 事 業 費 50,608,457 50,608,457

３ 建 設 事 業 費 59,293,244 59,293,244

４ 公 債 償 還 費 105,613,471 105,613,471

５ 主 要 義 務 費 122,233,206 122,233,206

６ 税 交 付 金 等 82,498,000 82,498,000

７ 一 般 行 政 費 83,794,766 16,840 83,811,606

８ 受 託 事 務 費 2,089,193 2,089,193

９ 県 単 補 助 金 12,629,354 12,629,354

10 県 単 貸 付 金 83,130,976 83,130,976

11 災 害 復 旧 費 5,737,012 5,737,012

12 直 轄 事 業 負 担 金 6,154,934 6,154,934

合 計 818,160,000 16,840 818,176,840

　部局別主要事業 （単位　千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

〔総合政策部〕
 県議会議員選挙費 16,840 　県議会議員矢板市選挙区の欠員に伴う補欠選挙の執行に要する

経費

２　平成27年度栃木県一般会計補正予算（第５号）
　今回の補正予算は、地方交付税の確定等に伴い、歳入歳出予算の整理を行うとともに、県有施設整備基金
の涵
かん

養を図ることとして編成したものである。
　補正予算の総額は、57億2,400万円の減額となり、既定予算が8,155億2,783万円であったので、補正後の
予算総額は、8,098億383万円となった｡
　歳入及び歳出の補正額の内訳並びに主な事業の内容は、それぞれ次のとおりである｡
⑴　歳入 （単位　千円）

款 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）
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１ 県 税 243,000,000 243,000,000

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 77,967,000 77,967,000

３ 地 方 譲 与 税 36,400,000 △ 680,416 35,719,584

４ 地 方 特 例 交 付 金 798,175 798,175

５ 地 方 交 付 税 121,900,023 781,876 122,681,899

６ 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 700,000 △ 118,177 581,823

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 3,413,193 △  5,700 3,407,493

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 10,206,312 10,206,312

９ 国 庫 支 出 金 99,061,721 △ 2,950,583 96,111,138

10 財 産 収 入 1,701,498 △ 190,000 1,511,498

11 寄 附 金 127,933 127,933

12 繰 入 金 21,093,912 △ 171,000 20,922,912

13 繰 越 金 7,866,381 7,866,381

14 諸 収 入 100,432,082 △ 177,000 100,255,082

15 県 債 90,859,600 △ 2,213,000 88,646,600

合 計 815,527,830 △ 5,724,000 809,803,830

⑵　歳出 （単位　千円）

款 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）

１ 議 会 費 1,474,235 △ 15,000 1,459,235

２ 総 務 費 34,875,897 1,504,000 36,379,897

３ 民 生 費 89,313,884 △ 1,540,000 87,773,884

４ 衛 生 費 62,807,156 △ 382,000 62,425,156

５ 労 働 費 5,087,603 △ 4,000 5,083,603

６ 農 林 水 産 業 費 34,506,403 △ 455,000 34,051,403

７ 商 工 費 82,819,425 △ 15,000 82,804,425

８ 土 木 費 69,849,216 △ 370,000 69,479,216

９ 警 察 費 44,267,366 △ 160,000 44,107,366

10 教 育 費 181,823,773 △ 1,183,000 180,640,773

11 災 害 復 旧 費 24,053,336 △ 2,256,000 21,797,336

12 公 債 費 102,741,536 △ 100,000 102,641,536

13 諸 支 出 金 81,108,000 81,108,000

14 予 備 費 800,000 △ 748,000 52,000

合 計 815,527,830 △ 5,724,000 809,803,830

⑶　歳出（性質別） （単位　千円）
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区 分 既 定 予 算 額
（Ａ）

補 正 額
（Ｂ）

補 正 後
（Ａ＋Ｂ）

１ 職 員 費 200,423,528 △ 688,000 199,735,528

２ 公 共 事 業 費 48,178,704 △ 342,000 47,836,704

３ 建 設 事 業 費 53,064,682 △ 763,000 52,301,682

４ 公 債 償 還 費 102,741,536 △ 100,000 102,641,536

５ 主 要 義 務 費 114,435,518 △ 875,000 113,560,518

６ 税 交 付 金 等 81,108,000 81,108,000

７ 一 般 行 政 費 86,852,524 △ 442,000 86,410,524

８ 受 託 事 務 費 1,615,547 △ 11,000 1,604,547

９ 県 単 補 助 金 11,634,822 △ 190,000 11,444,822

10 県 単 貸 付 金 87,955,311 △ 50,000 87,905,311

11 災 害 復 旧 費 23,334,942 △ 2,213,000 21,121,942

12 直 轄 事 業 負 担 金 4,182,716 △ 50,000 4,132,716

合 計 815,527,830 △ 5,724,000 809,803,830

　部局別主要事業 （単位　千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

〔経営管理部〕
 県有施設整備基金
 積 立 金

2,000,000 　県有施設整備基金の積立に要する経費の補正
　（補正前）　14,967　→（補正後）　2,014,967

（財政課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第207号
　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第６条第４項の規定により、平成23年栃木県告示第400号により指
定した特定有害物質によって汚染されており、当該汚染による人の健康に係る被害を防止するため当該汚染の
除去等の措置を講ずることが必要な区域の全部について当該指定を解除するので、同条第５項において準用す
る同条第２項の規定により次のとおり公示する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　指定を解除する区域
足利市新宿町字下長藤780番１の一部

２　土壌溶出量基準に適合していなかった特定有害物質の種類
シス－１・２－ジクロロエチレン及びテトラクロロエチレン

３　講じられた汚染の除去等の措置
掘削除去及び原位置浄化

（環境保全課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第208号
　生活保護法（昭和25年法律第144号。中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人
等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項（中国残留邦人等の円滑な
帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）附則第
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４条第２項において準用する場合を含む。）においてその例による場合を含む。以下同じ。）第54条の２第１項
の規定により介護扶助又は介護支援給付のための居宅介護若しくは居宅介護支援計画の作成、福祉用具の給
付、施設介護、介護予防若しくは介護予防支援計画の作成又は介護予防福祉用具の給付を担当する機関を指定
したので、生活保護法第55条の３の規定により次のとおり告示する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　居宅介護事業者

指 定
年 月 日

居 宅 介 護 事 業 者 居 宅 介 護 事 業 所
居宅介護の
種 類名 称

主 た る 事 務 所
の 所 在 地

名 称 所 在 地

平成28年
３月１日

社会福祉法人縁盛
苑

佐野市馬門町1470
番地

小規模多機能ホー
ム温寿苑

佐野市馬門町1470
番地

小規模多機能
型居宅介護

平成28年
２月１日

ウエルシア薬局株
式会社

東京都千代田区外
神田二丁目２番５
号

ウエルシア薬局真
岡荒町店

真岡市荒町三丁目
44番地２

居宅療養管理
指導

２　居宅介護支援事業者

指 定
年 月 日

居 宅 介 護 支 援 事 業 者 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

平成27年
６月１日

医療法人社団望星会 埼玉県さいたま市浦和
区針ヶ谷一丁目８番14
号

医療法人社団望星会
居宅介護支援事業所
ひだまりの家

下野市祗園二丁目３番
２号

３　介護予防事業者

指 定
年 月 日

介 護 予 防 事 業 者 介 護 予 防 事 業 所
介護予防の
種 類名 称

主 た る 事 務 所
の 所 在 地

名 称 所 在 地

平成28年
３月１日

社会福祉法人縁盛
苑

佐野市馬門町1470
番地

小規模多機能ホー
ム温寿苑

佐野市馬門町1470
番地

介護予防小規
模多機能型居
宅介護

平成28年
２月１日

ウエルシア薬局株
式会社

東京都千代田区外
神田二丁目２番５
号

ウエルシア薬局真
岡荒町店

真岡市荒町三丁目
44番地２

介護予防居宅
療養管理指導

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第209号
　生活保護法（昭和25年法律第144号。中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人
等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項（中国残留邦人等の円滑な
帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成19年法律第127号）附則第
４条第２項において準用する場合を含む。）においてその例による場合を含む。以下同じ。）第54条の２第４項
において準用する生活保護法第50条の２の規定により指定介護機関の名称等を次のとおり変更した旨の届出が
あったので、同法第55条の３の規定により告示する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
　居宅介護支援事業者
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変 更
年 月 日

居 宅 介 護 支 援 事 業 者 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

平成28年
３月１日

株式会社ＪＰＡ 大田原市町島296番地１
（那須塩原市下永田七
丁目1090番地１）

マロン介護サービス 大田原市町島296番地１
（那須塩原市下永田七
丁目1090番地１）

（注）表中の（　）内は変更前のもの
（保健福祉課）　

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第210号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項に規定する指定居宅サービス事業者を指定したので、同
法第78条の規定により次のとおり公示する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

介 護 保 険
事 業 所
番 号

事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所 指 定 の
年 月 日

サービス
の 種 類名 称 所 在 地

0970203154 株式会社アクティブ・ケ
ア
代表取締役
半田　義昭

ヘルパーステーショ
ンシニア倶楽部

足利市通五丁目2822
番地１

平成28年
４月１日

訪問介護

0970900767 株式会社三英堂商事
代表取締役
上村　岩男

家族の家ひまわり真
岡訪問介護事業所

真岡市荒町三丁目25
番地６

平成28年
４月１日

訪問介護

0971400312 株式会社三英堂商事
代表取締役
上村　岩男

家族の家ひまわり氏
家訪問介護事業所

さくら市卯の里四丁
目52番地１

平成28年
４月１日

訪問介護

0961390028 株式会社ビッグワン
代表取締役
猪瀬　登美夫

訪問看護ステーショ
ンつぼみ

那須塩原市南郷屋五
丁目163番地81

平成28年
４月１日

訪問看護

0970203121 有限会社あじさい
取締役
鈴木　啓子

ヴィセーヌ足利大前
町

足利市大前町220番
地１

平成28年
４月１日

通所介護

0970203147 株式会社アクティブ・ケ
ア
代表取締役
半田　義昭

デイサービスシニア
倶楽部

足利市通五丁目2822
番地１

平成28年
４月１日

通所介護

0970203162 社会福祉法人両崖福祉会
理事長
細貝　文子

デイサービスセン
ター喜重苑

足利市今福町397番
地１

平成28年
４月１日

通所介護

0970301859 株式会社レオパレス２１
代表取締役
深山　英世

あずみ苑栃木大町 栃木市大町25番地27 平成28年
４月１日

通所介護

0970900734 株式会社フレンド
代表取締役
谷　孝裕

ふれんど真岡デイ
サービスセンター

真岡市八木岡377番
地６

平成28年
４月１日

通所介護
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0970900759 株式会社三英堂商事
代表取締役
上村　岩男

家族の家ひまわり真
岡通所介護事業所

真岡市荒町三丁目25
番地６

平成28年
４月１日

通所介護

0971400320 株式会社三英堂商事
代表取締役
上村　岩男

家族の家ひまわり氏
家通所介護事業所

さくら市卯の里四丁
目52番地１

平成28年
４月１日

通所介護

0972501506 株式会社ビッグワン
代表取締役
猪瀬　登美夫

デイサービスわたし
ン家

那須郡那須町高久丙
4406番地14

平成28年
４月１日

通所介護

0970301859 株式会社レオパレス２１
代表取締役
深山　英世

あずみ苑栃木大町 栃木市大町25番地27 平成28年
４月１日

短期入所
生活介護

0972100671 有限会社上三川サービス
アンドサポート
代表取締役
小口　すず子

ショートステイ三本
木

河内郡上三川町三本
木411番地４

平成28年
４月１日

短期入所
生活介護

0970402103 リンデン・ビーアイ株式
会社
代表取締役会長
横井　孝

リンデン・ビーアイ 佐野市堀米町3968番
地23

平成28年
４月１日

特定福祉
用具販売

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第211号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第46条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者を指定したので、同
法第85条の規定により次のとおり公示する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

介 護 保 険
事 業 所
番 号

事 業 者 の 名 称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所 指 定 の

年 月 日
サービス
の 種 類名 称 所 在 地

0970203139 株式会社きらら
代表取締役
土山　栄子

居宅介護支援事業所
きらら

足利市福居町 2188
番地２シャルマン
YM101号

平成28年
４月１日

居宅介護
支援

0970900742 株式会社フレンド
代表取締役
谷　孝裕

ふれんど真岡居宅介
護支援センター

真岡市八木岡377番
地６

平成28年
４月１日

居宅介護
支援

0971600663 社会福祉法人陽気会
理事長
上田　信夫

居宅介護支援事業所
天寿荘

下野市薬師寺1131番
地10

平成28年
４月１日

居宅介護
支援

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第212号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第53条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者を指定したので、
同法第115条の10の規定により次のとおり公示する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
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介 護 保 険
事 業 所
番 号

事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指定介護予防サービス事業所 指 定 の
年 月 日

サービス
の 種 類名 称 所 在 地

0970203154 株式会社アクティブ・ケ
ア
代表取締役
半田　義昭

ヘルパーステーショ
ンシニア倶楽部

足利市通五丁目2822
番地１

平成28年
４月１日

介護予防
訪問介護

0970900767 株式会社三英堂商事
代表取締役
上村　岩男

家族の家ひまわり真
岡訪問介護事業所

真岡市荒町三丁目25
番地６

平成28年
４月１日

介護予防
訪問介護

0971400312 株式会社三英堂商事
代表取締役
上村　岩男

家族の家ひまわり氏
家訪問介護事業所

さくら市卯の里四丁
目52番地１

平成28年
４月１日

介護予防
訪問介護

0961390028 株式会社ビッグワン
代表取締役
猪瀬　登美夫

訪問看護ステーショ
ンつぼみ

那須塩原市南郷屋五
丁目163番地81

平成28年
４月１日

介護予防
訪問看護

0970203121 有限会社あじさい
取締役
鈴木　啓子

ヴィセーヌ足利大前
町

足利市大前町220番
地１

平成28年
４月１日

介護予防
通所介護

0970203147 株式会社アクティブ・ケ
ア
代表取締役
半田　義昭

デイサービスシニア
倶楽部

足利市通五丁目2822
番地１

平成28年
４月１日

介護予防
通所介護

0970203162 社会福祉法人両崖福祉会
理事長
細貝　文子

デイサービスセン
ター喜重苑

足利市今福町397番
地１

平成28年
４月１日

介護予防
通所介護

0970301859 株式会社レオパレス２１
代表取締役
深山　英世

あずみ苑栃木大町 栃木市大町25番地27 平成28年
４月１日

介護予防
通所介護

0970501300 イワムラハウス株式会社
代表取締役
岩村　昌尚

レッツ倶楽部新鹿沼 鹿沼市蓬莱町1370番
地２

平成28年
４月１日

介護予防
通所介護

0970900734 株式会社フレンド
代表取締役
谷　孝裕

ふれんど真岡デイ
サービスセンター

真岡市八木岡377番
地６

平成28年
４月１日

介護予防
通所介護

0970900759 株式会社三英堂商事
代表取締役
上村　岩男

家族の家ひまわり真
岡通所介護事業所

真岡市荒町三丁目25
番地６

平成28年
４月１日

介護予防
通所介護

0971400304 有限会社ハウスネット
代表取締役
鈴木　太一

リハビリデイサービ
スステップぱーと
なーさくら

さくら市馬場247番
地１

平成28年
４月１日

介護予防
通所介護

0971400320 株式会社三英堂商事
代表取締役
上村　岩男

家族の家ひまわり氏
家通所介護事業所

さくら市卯の里四丁
目52番地１

平成28年
４月１日

介護予防
通所介護



（386） 栃 木 県 公 報 第2773号平成28年４月８日　金曜日

0972501506 株式会社ビッグワン
代表取締役
猪瀬　登美夫

デイサービスわたし
ン家

那須郡那須町高久丙
4406番地14

平成28年
４月１日

介護予防
通所介護

0970301859 株式会社レオパレス２１
代表取締役
深山　英世

あずみ苑栃木大町 栃木市大町25番地27 平成28年
４月１日

介護予防
短期入所
生活介護

0972100671 有限会社上三川サービス
アンドサポート
代表取締役
小口　すず子

ショートステイ三本
木

河内郡上三川町三本
木411番地４

平成28年
４月１日

介護予防
短期入所
生活介護

0970402103 リンデン・ビーアイ株式
会社
代表取締役会長
横井　孝

リンデン・ビーアイ 佐野市堀米町3968番
地23

平成28年
４月１日

特定介護
予防福祉
用具販売

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第213号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項の規定により指定居宅サービス事業者から指定居宅サー
ビスの事業の廃止の届出があったので、同法第78条の規定により次のとおり公示する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

介 護 保 険
事 業 所
番 号

事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所 廃 止 の
年 月 日

サービス
の 種 類名 称 所 在 地

0970202099 株式会社プラチナム
代表取締役
白石　はる江

ヘルパーステーショ
ンシニア倶楽部

足利市通五丁目2822
番地１

平成28年
３月31日

訪問介護

0970202354 足利水道設備株式会社
代表取締役
齋藤　千枝

本城デイサービス
（尚）

足利市西砂原後町
1210番地１

平成28年
３月１日

通所介護

0970202107 株式会社プラチナム
代表取締役
白石　はる江

デイサービスシニア
倶楽部

足利市通五丁目2822
番地１

平成28年
３月31日

通所介護

0970300760 株式会社ささきケアサー
ビス
代表取締役
清野　行夫

デイサービスゆとり 栃木市片柳町五丁目
４番19号

平成28年
３月31日

通所介護

0970600136 社会福祉法人日光市社会
福祉協議会
会長
斎藤　文夫

介護保険事業所あし
お

日光市足尾町赤沢３
番地23

平成28年
３月31日

通所介護

0970600151 社会福祉法人日光市社会
福祉協議会
会長
斎藤　文夫

介護保険事業所ふじ
の郷

日光市鬼怒川温泉大
原２番地

平成28年
３月31日

通所介護



（387）栃 木 県 公 報 第2773号平成28年４月８日　金曜日

0970900478 株式会社フレンド
代表取締役会長
谷　孝裕

ふれんど台町デイ
サービスセンター

真岡市台町4158番地
２

平成28年
３月31日

通所介護

0970900593 医療法人弘真会
理事長
橋本　紳一

デイサービス報徳 真岡市久下田956番
地３

平成28年
３月31日

通所介護

0971100391 株式会社ＴＬＣ
代表取締役
市川　制司

片岡ケアステージと
ちの木

矢板市片岡1907番地
１

平成28年
３月31日

通所介護

0971100458 株式会社ＭＯＺＵ
代表取締役
片山　清子

デイサービスとなり 矢板市乙畑1772番地
19

平成28年
３月31日

通所介護

0971300694 三海子株式会社
代表取締役
工藤　海査生

デイサービスサンク 那須塩原市三区町
631番地１

平成27年
11月15日

通所介護

0971400114 有限会社ケアサポートま
もる
取締役
家守　美由紀

デイホームそら さくら市草川24番地
15

平成28年
３月31日

通所介護

0972700710 株式会社ＴＢＣ福祉教育
センター
代表取締役
田崎　一郎

ＴＢＣ益子ケアセン
ター

芳賀郡益子町七井中
央20番地５

平成27年
12月１日

通所介護

0972600357 特定非営利活動法人グ
ループたすけあいエプロ
ン
理事長
菅野　安子

エプロンデイサービ
スセンター

塩谷郡高根沢町花岡
1503番地３

平成28年
３月31日

通所介護

0972600639 特定非営利活動法人グ
ループたすけあいエプロ
ン
理事長
菅野　安子

木の香 塩谷郡高根沢町花岡
1503番地９

平成28年
３月31日

通所介護

0972501274 特定非営利活動法人欅倶
楽部
理事長
田地野　光江

デイハウスこかげ 那須郡那須町高久丙
4406番地14

平成28年
３月31日

通所介護

0971500020 社会福祉法人那須烏山市
社会福祉協議会
会長
丸山　眞一

那須烏山市社会福祉
協議会

那須烏山市田野倉85
番地１那須烏山市保
健福祉センター内

平成28年
３月31日

福祉用具
貸与

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第214号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第82条第２項の規定により指定居宅介護支援事業者から指定居宅介護
支援の事業の廃止の届出があったので、同法第85条の規定により次のとおり公示する。
　　平成28年４月８日
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栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

介 護 保 険
事 業 所
番 号

事 業 者 の 名 称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所 廃 止 の

年 月 日
サービス
の 種 類名 称 所 在 地

0970202222 株式会社プラチナム
代表取締役
白石　はる江

ケアプランセンター
シニア倶楽部

足利市通五丁目2822
番地１

平成28年
３月31日

居宅介護
支援

0970501227 株式会社テイクユー
代表取締役
大森　郁子

介護プランテイク
ユー

鹿沼市坂田山一丁目
147番地

平成28年
３月１日

居宅介護
支援

0970900486 株式会社フレンド
代表取締役会長
谷　孝裕

ふれんど台町居宅介
護支援センター

真岡市台町2416番地
13

平成28年
３月31日

居宅介護
支援

0971000732 株式会社高館の森
代表取締役
大平　トシ子

高館の森居宅介護支
援センター

大田原市川田570番
地１

平成27年
11月30日

居宅介護
支援

0972700710 株式会社ＴＢＣ福祉教育
センター
代表取締役
田崎　一郎

ＴＢＣ益子ケアセン
ター

芳賀郡益子町七井中
央20番地５

平成27年
12月１日

居宅介護
支援

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第215号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の５第２項の規定により指定介護予防サービス事業者から指定
介護予防サービスの事業の廃止の届出があったので、同法第115条の10の規定により次のとおり公示する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

介 護 保 険
事 業 所
番 号

事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指定介護予防サービス事業所 廃 止 の
年 月 日

サービス
の 種 類名 称 所 在 地

0970202099 株式会社プラチナム
代表取締役
白石　はる江

ヘルパーステーショ
ンシニア倶楽部

足利市通五丁目2822
番地１

平成28年
３月31日

介護予防
訪問介護

0970202354 足利水道設備株式会社
代表取締役
齋藤　千枝

本城デイサービス
（尚）

足利市西砂原後町
1210番地１

平成28年
３月１日

介護予防
通所介護

0970202107 株式会社プラチナム
代表取締役
白石　はる江

デイサービスシニア
倶楽部

足利市通五丁目2822
番地１

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護

0970300760 株式会社ささきケアサー
ビス
代表取締役
清野　行夫

デイサービスゆとり 栃木市片柳町五丁目
４番19号

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護

0970600136 社会福祉法人日光市社会
福祉協議会
会長

介護保険事業所あし
お

日光市足尾町赤沢３
番地23

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護
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斎藤　文夫

0970600151 社会福祉法人日光市社会
福祉協議会
会長
斎藤　文夫

介護保険事業所ふじ
の郷

日光市鬼怒川温泉大
原２番地

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護

0970900478 株式会社フレンド
代表取締役会長
谷　孝裕

ふれんど台町デイ
サービスセンター

真岡市台町4158番地
２

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護

0970900593 医療法人弘真会
理事長
橋本　　紳一

デイサービス報徳 真岡市久下田956番
地３

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護

0971100391 株式会社ＴＬＣ
代表取締役
市川　制司

片岡ケアステージと
ちの木

矢板市片岡1907番地
１

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護

0971100458 株式会社ＭＯＺＵ
代表取締役
片山　清子

デイサービスとなり 矢板市乙畑1772番地
19

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護

0971300694 三海子株式会社
代表取締役
工藤　海査生

デイサービスサンク 那須塩原市三区町
631番地１

平成27年
11月15日

介護予防
通所介護

0971400114 有限会社ケアサポートま
もる
取締役
家守　美由紀

デイホームそら さくら市草川24番地
15

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護

0972700710 株式会社ＴＢＣ福祉教育
センター
代表取締役
田崎　一郎

ＴＢＣ益子ケアセン
ター

芳賀郡益子町七井中
央20番地５

平成27年
12月１日

介護予防
通所介護

0972600357 特定非営利活動法人グ
ループたすけあいエプロ
ン
理事長
菅野　安子

エプロンデイサービ
スセンター

塩谷郡高根沢町花岡
1503番地３

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護

0972600639 特定非営利活動法人グ
ループたすけあいエプロ
ン
理事長
菅野　安子

木の香 塩谷郡高根沢町花岡
1503番地９

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護

0972501274 特定非営利活動法人欅倶
楽部
理事長
田地野　光江

デイハウスこかげ 那須郡那須町高久丙
4406番地14

平成28年
３月31日

介護予防
通所介護

0971500020 社会福祉法人那須烏山市
社会福祉協議会
会長
丸山　眞一

那須烏山市社会福祉
協議会

那須烏山市田野倉85
番地１那須烏山市保
健福祉センター内

平成28年
３月31日

介護予防
福祉用具
貸与
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（高齢対策課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第216号
　国土調査法（昭和26年法律第180号）第19条第２項の規定により、次のとおり地籍調査の成果を認証したの
で、同条第４項の規定により公告する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

調査を行った
者 の 名 称 調 査 区 域 成 果 の 名 称 認 証 年 月 日

宇都宮市 宇都宮市下栗町の一部 宇都宮市下栗町の一部（下栗Ⅱ地区）の
地籍図及び地籍簿

平成28年３月30日

宇都宮市 宇都宮市下栗町の一部 宇都宮市下栗町の一部（下栗Ⅴ地区）の
地籍図及び地籍簿

平成28年３月30日

那須塩原市 那須塩原市東小屋の一部 那須塩原市東小屋の一部（東小屋Ⅱ地
区）の地籍図及び地籍簿

平成28年３月30日

（農村振興課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第217号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、次の土地改良区の定款の変更を認可した
ので、同条第３項の規定により公告する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

土 地 改 良 区 名 認 可 年 月 日

釜 ヶ 渕 土 地 改 良 区 平成28年３月24日

（農地整備課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第218号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。
　その関係図面は、栃木県県土整備部道路保全課において、平成28年４月８日から同年５月９日まで一般の縦
覧に供する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
Ⅰ
道路の種類　県道
路　線　名　主要地方道　鹿沼日光線
道路の区域

整理番号 変更前
後の別 区 間 敷地の幅員

（メートル）
延 長
（メートル） 備 考

14

前Ａ 鹿沼市引田字堀ノ内1786-３から
鹿沼市引田字堀ノ内1464-１まで 6.1 ～ 12.0 49.1

前Ｂ 鹿沼市引田字堀ノ内1786-３から
鹿沼市引田字堀ノ内1464-１まで 12.4 ～ 16.3 42.4

後 鹿沼市引田字堀ノ内1786-３から
鹿沼市引田字堀ノ内1464-１まで 12.4 ～ 16.3 42.4
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Ⅱ
道路の種類　県道
路　線　名　主要地方道　今市氏家線
道路の区域

整理番号 変更前
後の別 区 間 敷地の幅員

（メートル）
延 長
（メートル） 備 考

66
前 日光市大室字蛇木前535-18から

日光市矢野口字宝千保336-１まで 5.2 ～ 7.1 1250.0

後 日光市大室字蛇木前535-18から
日光市矢野口字宝千保336-１まで 10.6 ～ 18.5 1250.0

Ⅲ
道路の種類　県道
路　線　名　一般県道　羽生田鶴田線
道路の区域

整理番号 変更前
後の別 区 間 敷地の幅員

（メートル）
延 長
（メートル） 備 考

155

前
下都賀郡壬生町大字羽生田字冨士下
1291-11から
鹿沼市池ノ森字栃木道西378まで

8.0 ～ 16.3 1220.5

後
下都賀郡壬生町大字羽生田字冨士下
1291-11から
鹿沼市池ノ森字栃木道西378まで

11.3 ～ 16.7 1220.5

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第219号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を開始する。
　その関係図面は、栃木県県土整備部道路保全課において、平成28年４月８日から同年５月９日まで一般の縦
覧に供する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

整理番号 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日

14 主 要 地 方 道
鹿 沼 日 光 線

鹿沼市引田字原1782-１地先から
鹿沼市引田字堀ノ内1481-１地先まで 平成28年４月８日

（道路保全課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第220号
　建築基準法（昭和25年法律第201号）第77条の35の８第２項の規定により指定構造計算適合性判定機関から
変更の届出があったので、同条第４項の規定により次のとおり公示する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
Ⅰ
１　指定構造計算適合性判定機関の名称
株式会社グッド・アイズ建築検査機構

２　変更の内容
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変 更 事 項 変 更 前 変 更 後

業務を行う事務所の所在地 （新規） 神奈川県横浜市中区尾上町４丁目57
番地

３　変更年月日
平成27年12月１日

Ⅱ
１　指定構造計算適合性判定機関の名称
株式会社建築構造センター

２　変更の内容

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後

業務を行う事務所の所在地 （新規） 千葉県船橋市葛飾町２-402-３ 丸
庄ビル１階

（新規） 福岡県福岡市博多区御供所町１番１
号西鉄祇園ビル３階

３　変更年月日
平成28年１月15日

（建築課）　
　───────────────────────────────────────────────

公 告
　　　○栃木県公報の販売人、販売価格及び申込方法
　栃木県公報発行規則（昭和32年栃木県規則第11号）第８条第２項の規定により、栃木県公報の販売人、販売
価格及び申込方法について次のとおり公告する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　販売人
所 在 地　宇都宮市陽東五丁目９番21号
名 称　株式会社松井ピ・テ・オ・印刷
代表者の氏名　松井中央登

２　販売価格
１か月　3,080円（消費税、地方消費税及び郵送料を含む。）

３　申込方法
直接販売人に申し込むこと。
電話番号　028（662）2511

（文書学事課）　
　───────────────────────────────────────────────
　　　○公共測量の終了
　平成28年２月２日付けの栃木県公報で公示した「公共測量の実施」について、測量法（昭和24年法律第188号）
第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、宇都宮市長から、その公共測量が終わった旨通知が
あったので、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により次のとおり公示する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　作業種類
公共測量（航空写真撮影及びデジタルオルソ画像作成）

２　作業地域
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宇都宮市内
３　作業期間
平成27年12月17日から平成28年３月25日まで

（監理課）　
　───────────────────────────────────────────────
　　　○都市計画事業の施行
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第２項において準用する同法第62条第１項の規定による都市計
画事業の事業計画の変更の認可の告示があったので、同法第66条の規定により次のとおり公告する｡
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
Ⅰ
１　都市計画事業の種類及び名称
大田原都市計画道路事業３・４・２号西那須野線及び３・４・１号中田原美原線

２　施行者の名称
栃木県

３　事務所の所在地
栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号

４　事業地の所在
⑴　収用の部分
変更なし

⑵　使用の部分
なし

Ⅱ
１　都市計画事業の種類及び名称
宇都宮都市計画道路事業３・４・109号雀宮駅前線

２　施行者の名称
栃木県

３　事務所の所在地
栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号

４　事業地の所在
⑴　収用の部分
変更なし

⑵　使用の部分
なし

（都市整備課）　
　───────────────────────────────────────────────

調 達 等 公 告
　　　○入札公告（特定調達公告）
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　借入件名及び数量　県立学校教育用コンピュータ及びその附属機器（Ｈ28校内ＬＡＮ）26式
⑵　借入物品の特質等　入札説明書による。
⑶　借入期間　平成28年９月１日から平成34年８月31日まで
　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に規定する長期継続契約として実
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施する。そのため、契約に当たっては、県の各年度予算において当該契約に係る経費が減額又は削除され
たときに契約を変更又は解除できる旨の特約を付す。
⑷　借入場所　県立学校26校
２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、情報関連サービス又はリース、レン
タルの入札参加資格を有するものと決定された者であること。
⑶　平成28年５月19日から同月26日までの間において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等措置要領（平
成22年３月12日付け会計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。

⑷　借入物品に係る迅速な保守体制が整備されている者であること。
３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等及び契約内容の縦覧場所
〒320-8501　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号　栃木県教育委員会事務局施設課財務担当
電話　028-623-3374

⑵　入札説明書の交付期間及び交付場所
　平成28年４月８日から同年５月16日までの日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後
５時まで⑴の場所において交付する。
⑶　入札及び開札の日時及び場所
ア　入札書の受領期限及び提出場所
　平成28年５月19日午後３時　⑴の場所に持参又は郵送すること。（ただし、郵送による入札書の受領
期限は平成28年５月19日午前10時とし、書留郵便で⑴の場所へ郵送すること。）

イ　開札の日時及び場所
　平成28年５月26日午前11時　栃木県教育委員会事務局教育委員室（栃木県庁南別館４階）

⑷　入札方法　１の⑴の件名で総価で入札に付する。
⑸　入札書の記載方法等　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある場合には、その端数金額を切り捨てるものとす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、契約を希望する見積金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

⑹　その他
　入札に参加しようとする者は、次のとおりこの入札に参加する者に必要な資格の確認を受けること。
ア　入札参加申請書類の提出期間、提出場所及び提出方法
　平成28年４月８日から同年５月16日までの日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午
後５時までに⑴の場所に持参又は郵送すること。（ただし、郵送の場合は、書留郵便で⑴の場所へ郵送
すること。）
イ　確認結果の通知　平成28年５月18日までに文書にて通知する。

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨
⑵　入札保証金及び契約保証金　免除
⑶　入札者に要求される事項　この入札に参加を希望する者は、封印した入札書に施設課で交付する県立学
校教育用コンピュータ及びその附属機器（Ｈ28校内ＬＡＮ）仕様書に基づき作成した物品納入仕様書を添
付して、入札書の受領期限までに３の⑴の場所に提出しなければならない。
⑷　審査
ア　技術審査　栃木県教育委員会事務局施設課長が、入札者の作成した物品納入仕様書をイの技術審査基
準により審査し、採用し得ると判断した物品納入仕様書を提出した入札者の入札書のみを落札決定の対
象とする。
イ　技術審査基準　物品納入仕様書が、施設課で交付する県立学校教育用コンピュータ及びその附属機器
（Ｈ28校内ＬＡＮ）仕様書に示す基準を満たしており、使用目的等に適合すると認められるものである
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こと。
⑸　入札の無効　２の入札参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった
者の提出した入札書及び栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに
掲げる入札に係る入札書は、無効とする。
⑹　落札者の決定方法　⑷の審査により落札決定の対象となった入札書を提出した入札者であって、栃木県
財務規則第154条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。
⑺　契約書の作成の要否　要
⑻　その他　詳細は、入札説明書による。
５　Summary
⑴　Nature and quantity of the products to be leased:
Computer systems for educational use at prefectural schools 26 sets

⑵　Time and Date of bidding:
3:00 p.m., May 19, 2016

⑶　Information is available at:
Financial Affairs and Facilities Division
Tochigi Prefectural Board of Education
1-1-20 Hanawada, Utsunomiya, Tochigi 320-8501 
TEL. 028-623-3374

（教育委員会事務局施設課）　
　───────────────────────────────────────────────
　　　○入札公告
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　平成28年４月８日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　業務名　平成28年度県議会広報紙「県議会とちぎ」新聞折り込み業務
⑵　業務内容　入札説明書による。
⑶　履行期間　契約締結日から平成29年３月31日まで
⑷　履行場所　栃木県議会事務局の指定する場所
２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、折込広告の入札参加資格を有するも
のと決定された者であること。
⑶　平成28年４月22日において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等措置要領（平成22年３月12日付け会
計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。

３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等及び契約内容の縦覧場所
〒320-8501　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号
栃木県議会事務局政策調査課　電話028-623-3772

⑵　入札及び開札の日時及び場所
平成28年４月22日（金）午前11時　栃木県議会議事堂４階　第５委員会室

⑶　その他　入札説明書は、平成28年４月８日から同月21日までの日（土曜日及び日曜日を除く。）の午前
10時から正午まで及び午後１時から午後４時まで⑴の場所において交付する。

４　その他
⑴　入札保証金　免除
⑵　入札の無効　２の入札参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった
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者の提出した入札書及び栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに
掲げる入札に係る入札書は、無効とする。
⑶　落札者の決定方法　栃木県財務規則第154条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最
低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。
⑷　その他　詳細は、入札説明書による。

（議会事務局政策調査課）　
　───────────────────────────────────────────────


